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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株予約権の残高がありますが、１株当たり中

間（当期）純損失のため記載しておりません。 

５ 株価収益率については、中間（当期）純損失のため記載しておりません。 

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自 平成16年 
７月１日 

至 平成16年 
12月31日 

自 平成17年 
７月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
７月１日 

至 平成18年 
12月31日 

自 平成16年 
７月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成17年 
７月１日 

至 平成18年 
６月30日 

売上高 （千円） 366,670 331,993 381,492 770,657 696,453 

経常損失 （千円） 83,079 30,121 12,377 12,951 49,819 

中間（当期）純損失 （千円） 65,653 28,950 12,586 81,526 55,595 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） ― ― ― ― ― 

資本金 （千円） 339,112 346,182 346,872 339,112 346,872 

発行済株式総数 （株） 6,764 6,836 6,843 6,764 6,843 

純資産額 （千円） 675,749 645,066 607,214 659,876 619,801 

総資産額 （千円） 821,671 757,134 731,275 811,369 767,551 

１株当たり純資産額 （円） 99,903.88 94,363.10 88,735.17 97,557.18 90,574.55 

１株当たり中間（当期）

純損失 
（円） 9,709.36 4,255.35 1,839.37 12,054.91 8,149.39 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 （円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 82.2 85.2 83.0 81.3 80.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 6,809 13,336 △34,857 48,962 21,560 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △35,091 3,785 △49,805 △84,310 △10,830 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △16,193 14,098 △18 △18,267 15,458 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） 360,260 382,387 292,679 351,140 377,350 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（名） 
29 

(10)

31 

(5)

32 

(5)

26 

(8)

25 

(9)
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３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であります。 

従業員数欄の（ ）内は外数であり、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年12月31日現在

従業員数（名） 32(5 ) 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、企業の設備投資が好調に推移し、雇用情勢も拡大しており景気回復が緩や

かに続いている状況となっております。このような状況の中で、当中間会計期間の業績は、売上高381,492千円（前

年同期比14.9％増）、営業損失10,132千円（前年同期29,416千円の損失）、経常損失12,377千円（前年同期30,121千

円の損失）、中間純損失12,586千円（前年同期28,950千円の損失）となりました。事業別売上高では、企業の景気回

復傾向により研修の需要が大幅に増加しLearning事業売上高は、136,001千円（前年同期比44.6％増）となりまし

た。iLearning事業売上高につきましては、当社の主力製品であるiStudy Enterprise Server 関連売上高が前年同期

比23.7%増となったものの、iStudy コンテンツ関連については、新規コンテンツ提供を控えていたこともあり売上高

は前年同期比10.5%減となり、iLearning売上高は、245,490千円（前年同期比3.2%増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

   キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、292,679千円（前期末377,350千円）とな

り、前期末に比べ84,671千円減少いたしました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローとそれらの要因は次

のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により支出した資金は、34,857千円（前年同期13,336千円の収入）となりました。これは税引前中間純損失

が12,617千円となり、減価償却費が17,361千円あったものの、売上債権の増加9,137千円、仕入債務の減少による支

出21,684千円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により支出した資金は、49,805千円（前年同期3,785千円の収入）となりました。これらは、固定資産の取

得による支出18,437千円、英会話トレーニングコンテンツの営業の譲受の取得による支出30,896千円等によるもので

あります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により支出した資金は、18千円（前年同期14,098千円の収入）となりました。これは未払配当金の支払いに

よる支出であります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）仕入実績 

 当中間会計期間における仕入実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ iLearning事業においては、製品仕入高、商品仕入高、製品ロイヤリティーの金額を合計しております。 

(3）受注実績 

 該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

事業譲受契約  

当社は、平成18年11月13日開催の取締役会において株式会社ラーニングウェアのコンピュータソフトウェアの開発及

び販売事業を譲受けることを決議し、譲受契約を締結いたしました。 

(1) 譲受事業 

英会話コンテンツの製造及び販売に関する事業 

(2) 譲受価額 

5,000万円 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業 仕入高（千円） 前年同期比（％） 

iLearning事業 73,045 15.0 

合計 73,045 15.0 

事業 販売高（千円） 前年同期比（％） 

iLearning事業 245,490 3.2 

Learning事業 136,001 44.6 

合計 381,492 14.9 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の変更 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。 

(2）重要な設備計画の完了 

 前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次の通りであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）重要な設備の新設等の新規計画 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

(4）重要な設備の除却等の新規計画 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業 設備の内容 投資額（千円） 完了年月 

本社 

（東京都中央区） 

iLearning事業、 

Learning事業  

コンピュータ・サー

バー等  
15,213 平成18年７月～12月 

 本社 

（東京都中央区） 
Learning事業  教室増設  3,694 平成18年12月  
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成19年３月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 25,416 

計 25,416 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,843 6,843 
東京証券取引所 

（マザーズ） 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式 

計 6,843 6,843 ― ― 
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(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

① 第１回新株予約権（平成14年８月22日 臨時株主総会） 

 （注）１ 本新株予約権１個当たりの新株予約権の行使時の払込金額（以下「払込金額」という。）は、当該時点にお

ける目的株式数１株当たりの払込金額（以下「１株当たり払込金額」という。）に目的株式数を乗じた金額

とし、当初200,000円（以下「当初払込金額」という。）としております。ただし、いかなる場合において

も、払込金額は当初払込金額を上回らないこととなっております。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結

果生じる１円未満の端数を切り上げることとしております。 

３ 付与された新株予約権424個のうち、中間会計期間末現在、退職による失効187個、権利行使54個、計241個

が減少しております。 

  
中間会計期間末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 183個 183個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―  ―  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 183株 183株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 200,000円 １株当たり 200,000円 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年９月１日 

至 平成21年８月31日 

自 平成16年９月１日 

至 平成21年８月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   200,000円 

資本組入額  100,000円 

発行価格   200,000円 

資本組入額  100,000円 

新株予約権の行使の条件 

(1）権利行使時においても当

社または当社の関係会社

の取締役、監査役または

従業員であることを要す

る。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役

もしくは監査役が任期満

了により退任した場合も

しくは従業員が定年によ

り退職した場合には、こ

の限りではない。 

(2）権利行使時においても当

社と講師業務に関する請

負契約が存続しているこ

とを要する。 

(3）上記のほかの細目につい

ては当社と付与対象者と

の間で締結する「新株予

約権割当契約書」の定め

るところとする。 

(1）権利行使時においても当

社または当社の関係会社

の取締役、監査役または

従業員であることを要す

る。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役

もしくは監査役が任期満

了により退任した場合も

しくは従業員が定年によ

り退職した場合には、こ

の限りではない。 

(2）権利行使時においても当

社と講師業務に関する請

負契約が存続しているこ

とを要する。 

(3）上記のほかの細目につい

ては当社と付与対象者と

の間で締結する「新株予

約権割当契約書」の定め

るところとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入れそ

の他一切の処分ができないも

のとする。 

新株予約権の譲渡、質入れそ

の他一切の処分ができないも

のとする。 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 

  

 ― 

  

 ― 

調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×
１ 

分割または併合の比率 
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② 第２回新株予約権（平成15年９月18日 定時株主総会） 

 （注）１ 本新株予約権１個当たりの新株予約権の行使時の払込金額（以下「払込金額」という。）は、当該時点にお

ける目的株式数１株当たりの払込金額（以下「１株当たり払込金額」という。）に目的株式数を乗じた金額

とし、当初190,000円（以下「当初払込金額」という。）としております。ただし、いかなる場合において

も、払込金額は当初払込金額を上回らないこととなっております。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結

果生じる１円未満の端数を切り上げることとしております。 

３ 付与された新株予約権850個のうち、中間会計期間末現在、退職による失効116個、権利行使28個、計144個

が減少しております。 

４ 行使期間については、株主総会において「平成15年９月18日から平成22年９月17日まで」と決議をしました
が、取締役会決議（平成15年11月27日開催）を経た上で、実際の新株予約権の割り当てを平成15年12月５日
に実施し、行使期間を「平成16年１月１日から平成22年９月17日まで」といたしました。 

  
中間会計期間末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 706個 706個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―  ―  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 706株 706株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 190,000円 １株当たり 190,000円 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年１月１日 

至 平成22年９月17日 

自 平成16年１月１日 

至 平成22年９月17日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   190,000円 

資本組入額   95,000円 

発行価格   190,000円 

資本組入額   95,000円 

新株予約権の行使の条件 

(1）権利行使時においても当

社または当社の関係会社

の取締役、監査役または

従業員であることを要す

る。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役

もしくは監査役が任期満

了により退任した場合も

しくは従業員が定年によ

り退職した場合には、こ

の限りではない。 

(2）権利行使時においても当

社と講師業務に関する請

負契約が存続しているこ

とを要する。 

(3）上記のほかの細目につい

ては当社と付与対象者と

の間で締結する「新株予

約権割当契約書」の定め

るところとする。 

(1）権利行使時においても当

社または当社の関係会社

の取締役、監査役または

従業員であることを要す

る。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役

もしくは監査役が任期満

了により退任した場合も

しくは従業員が定年によ

り退職した場合には、こ

の限りではない。 

(2）権利行使時においても当

社と講師業務に関する請

負契約が存続しているこ

とを要する。 

(3）上記のほかの細目につい

ては当社と付与対象者と

の間で締結する「新株予

約権割当契約書」の定め

るところとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入れそ

の他一切の処分ができないも

のとする。 

新株予約権の譲渡、質入れそ

の他一切の処分ができないも

のとする。 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 

  

 ― 

  

 ― 

調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×
１ 

分割または併合の比率 
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③ 第３回新株予約権（平成16年９月22日 定時株主総会） 

 （注）１ 本新株予約権１個当たりの新株予約権の行使時の払込金額（以下「払込金額」という。）は、当該時点にお

ける目的株式数１株当たりの払込金額（以下「１株当たり払込金額」という。）に目的株式数を乗じた金額

とし、当初277,750円（以下「当初払込金額」という。）としております。ただし、いかなる場合において

も、払込金額は当初払込金額を上回らないこととなっております。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結

果生じる１円未満の端数を切り上げることとしております。 

３ 付与された新株予約権150個のうち、中間会計期間末現在43個が、従業員の退職により減少しております。 

  
中間会計期間末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 107個 107個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―  ―  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 107株 107株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 277,750円 １株当たり 277,750円 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年10月１日 

至 平成23年９月30日 

自 平成18年10月１日 

至 平成23年９月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   277,750円 

資本組入額  138,875円 

発行価格   277,750円 

資本組入額  138,875円 

新株予約権の行使の条件 

(1）権利行使時においても当

社または当社の関係会社

の取締役、監査役または

従業員であることを要す

る。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役

もしくは監査役が任期満

了により退任した場合も

しくは従業員が定年によ

り退職した場合には、こ

の限りではない。 

(2）権利行使時においても当

社と講師業務に関する請

負契約が存続しているこ

とを要する。 

(3）上記のほかの細目につい

ては当社と付与対象者と

の間で締結する「新株予

約権割当契約書」の定め

るところとする。 

(1）権利行使時においても当

社または当社の関係会社

の取締役、監査役または

従業員であることを要す

る。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役

もしくは監査役が任期満

了により退任した場合も

しくは従業員が定年によ

り退職した場合には、こ

の限りではない。 

(2）権利行使時においても当

社と講師業務に関する請

負契約が存続しているこ

とを要する。 

(3）上記のほかの細目につい

ては当社と付与対象者と

の間で締結する「新株予

約権割当契約書」の定め

るところとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入れそ

の他一切の処分ができないも

のとする。 

新株予約権の譲渡、質入れそ

の他一切の処分ができないも

のとする。 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 

  

 ― 

  

 ― 

調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×
１ 

分割または併合の比率 

2007/03/15 9:12:44株式会社システム・テクノロジー・アイ/半期報告書/2006-12-31



④ 第４回新株予約権（平成17年９月22日 定時株主総会） 

 （注）１ 本新株予約権１個当たりの新株予約権の行使時の払込金額（以下「払込金額」という。）は、当該時点にお

ける目的株式数１株当たりの払込金額（以下「１株当たり払込金額」という。）に目的株式数を乗じた金額

とし、当初381,250円（以下「当初払込金額」という。）としております。ただし、いかなる場合において

も、払込金額は当初払込金額を上回らないこととなっております。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結

果生じる１円未満の端数を切り上げることとしております。 

３ 付与された新株予約権62個のうち、中間会計期間末現在1１個が、従業員の退職により減少しております。 

４ 行使期間については、株主総会において「平成19年10月１日から平成24年９月30日まで」と決議をしました

が、取締役会決議（平成17年10月14日開催）を経た上で、実際の新株予約権の割り当てを平成17年10月14日

に実施し、行使期間を「平成19年10月18日から平成24年９月30日まで」といたしました。 

  
中間会計期間末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 51個 51個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―  ―  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 51株 51株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 381,250円 １株当たり 381,250円 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年10月18日 

至 平成24年９月30日 

自 平成19年10月18日 

至 平成24年９月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   381,250円 

資本組入額  190,625円 

発行価格   381,250円 

資本組入額  190,625円 

新株予約権の行使の条件 

(1）権利行使時においても当

社または当社の関係会社

の取締役、監査役または

従業員であることを要す

る。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役

もしくは監査役が任期満

了により退任した場合も

しくは従業員が定年によ

り退職した場合には、こ

の限りではない。 

(2）権利行使時においても当

社と講師業務に関する請

負契約が存続しているこ

とを要する。 

(3）上記のほかの細目につい

ては当社と付与対象者と

の間で締結する「新株予

約権割当契約書」の定め

るところとする。 

(1）権利行使時においても当

社または当社の関係会社

の取締役、監査役または

従業員であることを要す

る。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役

もしくは監査役が任期満

了により退任した場合も

しくは従業員が定年によ

り退職した場合には、こ

の限りではない。 

(2）権利行使時においても当

社と講師業務に関する請

負契約が存続しているこ

とを要する。 

(3）上記のほかの細目につい

ては当社と付与対象者と

の間で締結する「新株予

約権割当契約書」の定め

るところとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入れそ

の他一切の処分ができないも

のとする。 

新株予約権の譲渡、質入れそ

の他一切の処分ができないも

のとする。 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 

  

 ― 

  

 ― 

調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×
１ 

分割または併合の比率 
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(3) 【ライツプランの内容】 

         該当すべき記載事項はありません。 
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(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

 （注）前事業年度末、主要株主でなかったSEホールディングス・アンド・インキュベーションズ㈱は、当中間期末で主

要株主となりました。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年７月１日

～平成18年12月31日 
― 6,843 ― 346,872 ― 296,109 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

松岡 秀紀 江東区豊洲 1,462 21.36 

 SEホールディングス・アン

ド・インキュベーションズ㈱ 
 新宿区舟町５ 688 10.05 

松岡 優子 江東区豊洲 450 6.58 

株式会社ブイ・シー・エヌ 渋谷区恵比寿西１丁目8-1 300 4.38 

山本 真理 中央区湊 250 3.65 

有賀 学 目黒区中町 170 2.48 

竹田 和平 名古屋市天白区 114 1.67 

廣田 大介 川崎市多摩区 100 1.46 

株式会社ソピア 長野県稲里町中氷鉋394番地１ 100 1.46 

日本証券金融㈱ 中央区日本橋茅場町１丁目2-10 94 1.37 

計 ― 3,728 54.48 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式   6,843 6,843 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 6,843 ― ― 

総株主の議決権 ― 6,843 ― 
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②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 255,000 226,000 231,000 227,000 212,000 261,000 

最低（円） 185,000 192,000 180,000 181,000 181,000 187,000 
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第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人

により中間監査を受けております。 

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は、子会社を有していないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 
当中間会計期間末 

（平成18年12月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   479,690 390,005 474,658 

２ 売掛金   102,203 118,797 109,660 

３ 有価証券   10,013 10,026 10,015 

４ たな卸資産   15,591 28,302 25,195 

５ その他   14,761 14,833 20,795 

貸倒引当金   △595     △884     △664     

流動資産合計     621,665 82.1 561,080 76.7   639,660 83.3

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 ※１     

(1）建物   15,333 19,432 18,135 

(2）工具器具備品   37,279 41,252 42,277 

有形固定資産合
計 

  52,613 60,685 60,413 

２ 無形固定資産       

 (1)のれん   ― 40,706 ― 

 (2)その他   30,244 25,859 24,468 

  無形固定資産合計   30,244 66,566 24,468 

３ 投資その他の資
産 

      

(1）投資有価証券   10,680 1,000 1,000 

(2）敷金保証金   40,291 40,291 40,291 

(3）その他   1,639 1,651 1,718 

投資その他の資
産合計 

  52,610 42,943 43,010 

固定資産合計     135,468 17.9 170,194 23.3   127,891 16.7 

資産合計     757,134 100.0 731,275 100.0   767,551 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 
当中間会計期間末 

（平成18年12月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金   38,856 30,422 52,106 

２ 未払法人税等   3,313     1,413     1,172     

３ ポイント引当金   1,883 1,341 1,528 

４ 前受金   35,069 40,560 41,703 

５ その他 ※２ 31,473     49,320     50,046     

流動負債合計     110,596 14.6 123,058 16.8   146,557 19.1

Ⅱ 固定負債                     

１ 繰延税金負債   1,472 1,002 1,192 

固定負債合計     1,472 0.2 1,002 0.2   1,192 0.1

負債合計     112,068 14.8   124,060 17.0   147,750 19.2 

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     346,182 45.7 ― ―   ― ―

Ⅱ 資本剰余金                     

１ 資本準備金   295,419 ― ― 

資本剰余金合計     295,419 39.0 ― ―   ― ―

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金   100 ― ― 

２ 任意積立金   2,572 ― ― 

３ 中間（当期）未処
分利益 

  791     ―     ―     

利益剰余金合計     3,464 0.5 ― ―   ― ―

資本合計     645,066 85.2 ― ―   ― ―

負債資本合計     757,134 100.0 ― ―   ― ― 
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前中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 
当中間会計期間末 

（平成18年12月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金     ― ― 346,872 47.4   346,872 45.2

２ 資本剰余金                     

(1）資本準備金   ― 296,109 296,109 

資本剰余金合計     ― ― 296,109 40.5   296,109 38.6

３ 利益剰余金       

(1）利益準備金   ― 100 100 

(2）その他利益剰余
金 

      

特別償却準備金   ― 1,472 1,752 

繰越利益剰余金   ― △37,339 △25,032 

利益剰余金合計     ― ― △35,767 △4.9   △23,180 △3.0

株主資本合計     ― ― 607,214 83.0   619,801 80.8

純資産合計     ― ― 607,214 83.0   619,801 80.8

負債純資産合計     ― ― 731,275 100.0   767,551 100.0
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②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     331,993 100.0   381,492 100.0   696,453 100.0 

Ⅱ 売上原価     195,615 58.9 230,918 60.5   409,309 58.8

売上総利益     136,377 41.1 150,574 39.5   287,143 41.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    165,793 49.9   160,706 42.1   334,367 48.0 

営業損失     29,416 △8.8 10,132 △2.6   47,223 △6.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   4,478 1.3   2,046 0.5   6,366 0.9 

Ⅴ 営業外費用 ※２   5,183 1.6 4,291 1.1   8,961 1.3

経常損失     30,121 △9.1 12,377 △3.2   49,819 △7.2

Ⅵ 特別利益 ※３   1,042 0.3 331 0.1   1,554 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４   ― ― 572 0.2   9,480 1.4

税引前中間（当
期）純損失 

    29,079 △8.8 12,617 △3.3   57,744 △8.4

法人税、住民税及
び事業税 

  150     159     364     

過年度未払法人税
等取崩額 

  ― ― △1,955 

法人税等調整額   △279 △128 △0.1 △190 △30 0.0 △558 △2,149 △0.3

中間（当期）純損
失 

    28,950 △8.7 12,586 △3.3   55,595 △8.1 

前期繰越利益     29,742 ―   ―

中間（当期）未処
分利益 

    791 ―   ―
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③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）平成18年９月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
繰越利益
剰余金 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

346,872 296,109 296,109 100 1,752 △25,032 △23,180 619,801 

中間会計期間中の変動額         

特別償却準備金取崩額
（注） 

― ― ― ― △279 279 ― ― 

中間純損失 ― ― ― ― ― 12,586 12,586 12,586 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

― ― ― ― △279 △12,307 △12,586 △12,586 

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

346,872 296,109 296,109 100 1,472 △37,339 △35,767 607,214 

  純資産合計 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

619,801 

中間会計期間中の変動額   

特別償却準備金取崩額
（注） 

― 

中間純損失 12,586 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△12,586 

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

607,214 
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前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 （注）平成17年９月定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
繰越利益
剰余金 

平成17年６月30日 残高 
（千円） 

339,112 288,349 288,349 100 3,950 28,364 32,414 659,876 

事業年度中の変動額         

新株の発行 7,760 7,760 7,760 ― ― ― ― 15,520 

特別償却準備金取崩額
（注） 

― ― ― ― △2,198 2,198 ― ― 

当期純損失 ― ― ― ― ― 55,595 55,595 55,595 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

7,760 7,760 7,760 ― △2,198 △53,397 △55,595 △40,075 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

346,872 296,109 296,109 100 1,752 △25,032 △23,180 619,801 

  純資産合計 

平成17年６月30日 残高 
（千円） 

659,876 

事業年度中の変動額   

新株の発行 15,520 

特別償却準備金取崩額
（注） 

― 

当期純損失 55,595 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△40,075 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

619,801 
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 税引前中間（当期）
純損失 

  △29,079 △12,617 △57,744

２ 減価償却費   16,215 17,361 33,807

３ 投資有価証券売却損   ― ― 9,480

４ 長期前払費用償却額   363 520 829

５ 貸倒引当金の増加・
減少（△）額 

  △575 220 △506

６ ポイント引当金の減
少（△）額 

  △380 △187 △734

７ 受取利息及び受取配
当金 

  △25 △102 △47

８ 為替差損益   △27 △9 △21

９ 固定資産処分損   ― 572 ―

10 売上債権の増加
（△）・減少額 

  20,179 △9,137 12,722

11 たな卸資産の増加
（△）・減少額 

  15,298 △3,106 5,695

12 仕入債務の増加・減
少（△）額 

  △12,044 △21,684 1,205

13 預り金の増加・減少
（△）額 

  △988 △1,037 64

14 その他   △4,086 △6,679 9,678

小計   4,850 △35,888 14,428

15 利息及び配当金の受
取額 

  38 85 51

16 法人税等の還付額   8,447 945 7,080

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  13,336 △34,857 21,560

 

2007/03/15 9:12:44株式会社システム・テクノロジー・アイ/半期報告書/2006-12-31



    
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 固定資産の取得によ
る支出 

  △35,428 △18,437 △49,695

２ 営業の譲受による支
出 

  ― △30,896 ―

３ 有価証券の取得に係
る支出 

  ― ― △1,000

４ 有価証券の売却によ
る収入 

  ― ― 1,200

５ 定期預金の増加額   △24 △18 △28

６ その他   39,238 △453 38,693

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  3,785 △49,805 △10,830

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 株式の発行による収
入 

  14,140 ― 15,520

２ 配当金の支払額   △41 △18 △61

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  14,098 △18 15,458

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  27 9 21

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加・減少（△）額 

  31,247 △84,671 26,210

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  351,140 377,350 351,140

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 382,387 292,679 377,350
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

によっております。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

同左 

  (2）たな卸資産 

製品・商品・原材料・貯蔵品 

移動平均法による低価法に

よっております。 

(2）たな卸資産 

製品・商品・原材料・貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

製品・商品・原材料・貯蔵品 

同左 

  仕掛制作費 

個別法による原価法によっ

ております。 

仕掛制作費 

同左 

仕掛制作費 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以

降取得の建物（建物附属設備

を除く）については、定額法

を採用し、取得価額が10万円

以上20万円未満の少額減価償

却資産については、３年で均

等償却する方法を採用してお

ります。 

主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物附属設備  ６年～15年 

工具器具備品  ４年～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

よる定額法によっておりま

す。 

(2）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

よる定額法、のれんについて

は、５年による定額法によっ

ております。 

(2）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

よる定額法によっておりま

す。  

  (3）長期前払費用 

定額法によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案して回

収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）ポイント引当金 

ウェブサイト店舗の利用実績

に応じて発行したポイントの

使用による販売促進費の支出

等に備えるため、当中間会計

期間末におけるポイント発行

残高に対する将来の行使見込

額を計上しております。 

(2）ポイント引当金 

同左 

(2）ポイント引当金 

ウェブサイト店舗の利用実績

に応じて発行したポイントの

使用による販売促進費の支出

等に備えるため、期末におけ

るポイント発行残高に対する

将来の行使見込額を計上して

おります。 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建債権債務は、中間決算日の

直物等為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

同左 外貨建債権債務は、期末日の直物

等為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してお

ります。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日） 

５ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期の到来する

流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅かなリスクしか負わない短期投

資からなっております。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税について

は税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

―――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

当事業年度より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用

指針第6号 ）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響

はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 

平成17年12月9日 企業会計基準適

用指針第8号）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響

はありません。 

なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は、619,801千円であり

ます。財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、改正

後の財務諸表等規則により作成し

ております。 
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 （追加情報） 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

―――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

中間財務諸表については、当中間

会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 

平成17年12月9日 企業会計基準適

用指針第8号）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響

はありません。 

  

  

―――― 

  

前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

80,138千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

100,859千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

90,900千円 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２     ――――― 
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（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注） 当期増加株式数の増加79株は、ストックオプションの権利行使による増加であります。  

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 25千円

法人税等還付加算金 229千円

無効ユニット収入 4,150千円

受取利息 102千円

無効ユニット収入 1,752千円

受取利息 47千円

無効ユニット収入 5,768千円

（無効ユニット収入の内容） 

エンタープライズライセンスで販売したユ

ニットは、お客様の使用期限を使用開始日

から１年間としております。使用期限まで

に使用されなかったユニットの金額を無効

ユニット収入として営業外収益に計上して

おります。 

（無効ユニット収入の内容） 

同左 

（無効ユニット収入の内容） 

同左 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

新株発行費 285千円

証券事務手数料 2,885千円

証券事務手数料 2,380千円 新株発行費 430千円

証券事務手数料 5,556千円

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

ポイント引当金戻入益 467千円

貸倒引当金戻入益 575千円

ポイント引当金戻入益 331千円 ポイント引当金戻入益 1,048千円

 貸倒引当金戻入益 506千円 

※４     ――――― ※４  特別損失の主要項目    

  

  

※４ 特別損失の主要項目 

   建物除却損      572千円 投資有価証券売却損 9,480千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 9,086千円

無形固定資産 7,129千円

有形固定資産 10,314千円

無形固定資産 7,046千円

有形固定資産 20,002千円

無形固定資産 13,805千円

（追加情報） 

当中間会計期間に係る納付税額及び法人税

等調整額は、当期において予定している利

益処分による特別償却準備金の取崩しを前

提として当中間会計期間に係る金額を計算

しております。 

（追加情報） 

――――― 

――――― 

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当中間会計期間増 
加株式数（株） 

当中間会計期間減 
少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 6,843 ― ― 6,843 

合計 6,843 ― ― 6,843 

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事年度末株式数
（株） 

発行済株式         

普通株式 6,764 79 ― 6,843 

合計 6,764 79 ― 6,843 
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

 前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

     該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

     該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び預金勘定 479,690千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△97,303千円

現金及び現金同等物 382,387千円

現金及び預金勘定 390,005千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△97,326千円

現金及び現金同等物 292,679千円

現金及び預金勘定 474,658千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△97,307千円

現金及び現金同等物 377,350千円
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（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年12月31日） 

１ 時価評価されていない有価証券 

当中間会計期間末（平成18年12月31日） 

１ 時価評価されていない有価証券 

前事業年度末（平成18年６月30日） 

１ 時価評価されていない有価証券 

 （注） 当事業年度において、非上場株式について、社内規定に基づき実質価額が取得原価の50％以上下落したため  

29,320千円の減損処理を行っており、「貸借対照表計上額」欄には、減損処理後の金額を記載しております。

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 当社はデリバティブ取引をまったく行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 当社はデリバティブ取引をまったく行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 当社はデリバティブ取引をまったく行っておりませんので、該当事項はありません。 

種類 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 10,680 

マネー・マネジメント・ファンド（MMF） 10,013 

計 20,693 

種類 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 1,000 

マネー・マネジメント・ファンド（MMF） 10,026 

計 11,026 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（注） 1,000 

マネー・マネジメント・ファンド（MMF） 10,015 

計 11,015 
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（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注） 1 その他は、当社と請負業務契約を締結している契約インストラクターであります。     

 2 株式数に換算して記載しておりません。 

 3 権利確定条件は付されておりません。 

 4 対象勤務期間の定めはありません。 

  

  
平成15年６月期 

ストック・オプション 
平成16年６月期 

ストック・オプション 
平成17年６月期 

ストック・オプション 

決議年月日  平成14年８月22日  平成15年９月18日  平成16年９月22日  

付与対象者の区分別人数

（注）1 

取締役  ５名 

監査役  ２名 

従業員  19名 

その他  ５名 

取締役  ５名 

監査役  ３名 

従業員  25名 

その他  ５名 

取締役 ４名 

監査役 ２名 

従業員 23名 

その他 ３名 

株式の種類及び付与数

（注）2 
普通株式  424株 普通株式  850株 普通株式 150株 

付与日 平成14年８月22日 平成15年12月５日 平成16年10月１日 

権利確定条件  （注3）  （注3）  （注3） 

対象勤務期間  （注4）  （注4）  （注4） 

権利行使期間 
平成16年９月１日 

平成21年８月31日 

平成16年１月１日 

平成22年９月17日 

平成18年10月１日 

平成23年９月30日 

  
平成18年６月期  

ストック・オプション  

決議年月日  平成17年９月22日  

付与対象者の区分別人数

（注）1 

取締役 ４名 

監査役 ３名 

従業員 27名 

その他 ２名 

株式の種類及び付与数 

（注）2 
 普通株式 62株 

付与日  平成17年10月18日 

権利確定条件  （注3） 

対象勤務期間  （注4） 

権利行使期間 
平成19年10月18日 

平成24年９月30日 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

    
平成15年６月期 

ストック・オプション 
平成16年６月期 

ストック・オプション 
平成17年６月期 

ストック・オプション 

 決議年月日   平成14年８月22日   平成15年９月18日  平成16年９月22日 

権利確定前 （株）       

前期末残   ― ― 121 

付与   ― ― ― 

失効   ― ― 13 

権利確定   ― ― ― 

当期末残   ― ― 108 

権利確定後 （株）       

前期末残   241 749 ― 

失効   7 13 ― 

権利行使   51 28 ― 

権利確定   ― ― ― 

当期末残   183 708 ― 

    
平成18年６月期 

ストック・オプション 

 決議年月日   平成17年９月22日  

権利確定前 （株）   

前期末残   ― 

付与   62 

失効   9 

権利確定   ― 

当期末残   53 

権利確定後 （株）   

前期末残   ― 

失効   ― 

権利行使   ― 

権利確定   ― 

当期末残   ― 
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② 単価情報 

  

 （自社株式オプション及び自社の株式を対価とする取引関係） 

 該当事項はありません。 

    
平成15年６月期 

ストック・オプション 
平成16年６月期 

ストック・オプション 
平成17年６月期 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 200,000 190,000 277,750 

行使時平均株価 （円） 332,456 324,715 ― 

公正な評価単価（付与日） （円） ― ― ― 

    
平成18年６月期 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 381,250 

行使時平均株価 （円） ― 

公正な評価単価（付与日） （円） ― 
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（持分法損益等） 

  

 前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

     該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

     該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

     該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日） 

１株当たり純資産額 94,363円10銭 88,735円17銭 90,574円55銭 

１株当たり中間（当期）純損

失 
4,255円35銭 1,839円37銭 8,149円39銭 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、１株当たり中間

純損失であるため記載しておりま

せん。 

同左 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、１株当たり当期

純損失であるため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日） 

中間（当期）純損失 28,950千円 12,586千円 55,595千円 

普通株主に帰属しない金額 ―     

普通株式に係る中間（当期）

純損失 
28,950千円 12,586千円 55,595千円 

普通株式の期中平均株式数 6,803株 6,843株 6,822株 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

新株予約権４種類 

（新株予約権の数1,093個） 

これらの詳細は、「第４提出会社

の状況、１ 株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。 

新株予約権４種類 

（新株予約権の数1,047 個） 

これらの詳細は、「第４提出会社

の状況、１ 株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。 

新株予約権４種類 

（新株予約権の数1,052 個） 

これらの詳細は、「第４提出会社

の状況、１ 株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１ ストックオプション（新株予約

権）の権利行使について 

 決算期後において、ストックオ

プション（新株予約権）の権利行

使が行われ、発行済株式総数（普

通株式）は、６株増加して6,842株

となり、資本金は590千円増加し

346,772千円に、資本準備金は590

千円増加し296,009千円となりまし

た。 

 平成19年２月28日開催の取締役会に

おいて、株式交換により株式会社翔

泳社プラスを完全子会社とすること

を決議し、同日株式交換契約を締結

いたしました。 

  1.株式交換の概要 

(1) 株式交換の目的 

㈱翔泳社プラスは、ITエンジニア

向け人材紹介、派遣業務及び書籍

連動型のE-Learning（独習ゼミ）

を営んでおります。一方当社は、

同じくITを中心とした資格取得の

ための学習ソフトウェア「iStudy

シリーズ」の製造・販売及び日本

オラクル㈱、日本アイ・ビー・エ

ム㈱の認定研修事業を営んでお

り、IT技術者の育成に注力してお

ります。㈱翔泳社プラスを完全子

会社とすることで両社が保有する

経営資源を活用でき、ITエンジニ

アのビジネス追及と成長モデル実

現に向けて大きなシナジー効果を

発揮させることを目的としており

ます。 

 (2) 株式交換の日 

  平成19年７月１日（予定） 

 (3) 株式交換比率 

㈱翔泳社プラス1株に対して㈱システ

ム・テクノロジー・アイ13株を割り当

て交付する。 

 (4) 株式交換により発行する新株式

数等 

  普通株式 6,500株（予定） 

  (5) 株式会社翔泳社プラスの概要 

 代表者：代表取締役 佐々木幹夫 

 資本金：17百万円 

 住 所：東京都新宿区舟町5 

 主な事業内容： 

  有料職業紹介事業、 

  一般労働者派遣事業 

 売上高：173百万円 

（平成18年3月実績） 

 当期純利益：△3百万円 

（平成18年3月実績） 

 純資産：15百万円 

（平成18年3月実績） 

 総資産：61百万円 

（平成18年3月実績） 

  

 ―――― 
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(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1） 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第10期） 

自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日 
  

平成18年９月25日 

関東財務局長に提出。 

(2） 
有価証券報告書の 

訂正報告書 

事業年度 

（第９期） 

自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日 
  

平成18年８月１日 

関東財務局長に提出。 

(3） 

  

 臨時報告書 

  

  

主要株主の異動に係る臨時報告書であ

ります。  

  

  

  
平成18年11月22日 

関東財務局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年3月17日

株式会社 システム・テクノロジー・アイ  

  取 締 役 会  御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 本 和 夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石 川 純 夫  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社システム・テクノロジー・アイの平成17年7月1日から平成18年6月30日までの第10期事業年度の中間会計期間（平成17

年7月1日から平成17年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社システム・テクノロジー・アイの平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間（平成17年7月1日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年3月16日

株式会社 システム・テクノロジー・アイ  

  取 締 役 会  御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 杉 山 義 勝  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石 川 純 夫  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社システム・テクノロジー・アイの平成18年7月1日から平成19年6月30日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成18

年7月1日から平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社システム・テクノロジー・アイの平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間（平成18年7月1日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年2月28日開催の取締役会において、平成19年7月1日（予定）

を株式交換の日として、株式交換により株式会社翔泳社プラスを完全子会社とすることを決議し、同日株式交換契約を

締結している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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